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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例①

【大賞】受賞事業体及び取組概要

名古屋市上下水道局

取組名
(プロジェクト名)

災害復興支援におけるフリーGISソフト「QGIS」の活用
～速やかな管路情報の整理・可視化・共有による調査・復旧活動の効率化～

受賞理由

　本取組は、災害時に無償で利用できるオープンソースのGISを活用し、現地に簡易な
水道台帳システムを構築し、コストをかけることなく調査・復旧活動の迅速化を実現
した取組である。
　調査・復旧活動には、水道管の管路情報の把握が必要不可欠であるが、GISで管理さ
れている水道台帳システム端末が少数のため、管路情報の可視化、関係者間の共有が
進まない状況にあった。
　GISソフト導入により、簡易な水道台帳システムを構築することで、１人１台使用可
能な環境整備を実現し、被災地である現地の要望に応じて栓弁類等の表示調整、漏水
箇所のプロット機能等の追加により、復旧作業の効率化と情報共有を実現したもので
ある。このことにより、被災自治体、応援事業体ともに調査・復旧活動の効率化を可
能とした取組として、大いに評価できる。

抱えていた課題

１．背景
　令和6年1月1日に発生した能登半島地震において、名古屋市上下水道局（以下、「当
局」という。）は、（公社）日本水道協会中部地方支部長都市として他の支援事業体
のとりまとめ役を担うとともに、主に七尾市、珠洲市及び輪島市へ192日間、延べ690
人の職員を派遣し支援活動を行った。
２．課題
　調査・復旧活動を円滑に進めるためには、水道管の管路情報の把握が必要不可欠で

ある。しかしながら、現地にGIS1で管理されている水道台帳システム（以下「システ
ム」という。）端末は少数のため効率的な利用は困難であり、管路情報の可視化、関
係者間の共有が進まない状況であった。そのため派遣先においても、当局の執務環境
に近い状態を構築し、各個人で効率的に使用したいという強い要望が上がった。

1
GIS（Geographic Information System）：電子地図上に情報を重ね、編集・検索・分
析・管理などを行える地理情報システム

取組概要

　当局では、各個人が自席のパソコンでシステムを利用出来る環境が概ね整備されて
いる。派遣先でも、持参したパソコンで同じ環境を再現できるように、令和６年１月

下旬より、フリーGISソフト「QGIS2」を導入しました。
１．QGISへの投入
　国内水道事業者の約90％がシステムをGISで整備しており、出力したデータはQGISで

も活用することが可能となっている。今回派遣先都市からはSHPファイル
3
の形式で受

け渡しを行った。
２．シンボル表現の調整
　投入した直後のデータでは、バルブや消火栓などの各種シンボルが適切に表示され
ておらず、利用が難しいものであった。そのため、名古屋市に残る後方支援職員にて
各種シンボルの形状を調整し、地形データなどの追加を行うことで、視覚的に分かり
やすいシステムを整備した。
３．1人1台使用可能な環境の整備と機能の改善
　現地にはQGISのインストール及び調整済みのGISデータをダウンロードしたパソコン
を数台設置し、1人1台程度システムを使うことができる環境を整備した。
  支援活動の初期は、QGISで整備したデータを画面上で見る最小限の機能しか活用し
なかったが、支援活動の後期ではメッシュ印刷やバルブの開閉状況の更新、通水状況
の入力、漏水地点の入力などの機能も活用した。

2QGIS：誰でも自由にインストール・利用できる無償のGISソフト
3SHPファイル（Shapefile）：GISで使用される一般的なデータ形式で、多くの水道台
帳システムから出力可能
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例①

【大賞】受賞事業体及び取組概要

PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　調査・復旧活動を円滑に進めるためには、水道管の管路情報の把握が必要不可欠で
あり、各個人で効率的に水道台帳システムを使用したいとの強い要望を受けた。今
回、汎用性が高く、誰でも無償で使用できる「QGIS」に着目し、現地に簡易的な水道
台帳システムを構築した端末を複数用意したことにより、コストをかけることなく、
調査・復旧活動の迅速化を実現した。災害対応においてどんなデータ項目や機能が必
要になるか予測することは難しいが、そういった際に業者でなく直営でシステムを構
築しているとすぐに機能を改修出来る点が大きな強みである。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　約90％の自治体がGISである水道台帳システムを整備しており、QGISを用いた災害支
援活動は全国的に可能である。今後各事業体において、シンボル形状の保持が可能な
geopkgファイル（QGIS独自ファイル）を準備するなど、統一化の取り組みが広がれ
ば、更なる調査・復旧活動の迅速化が実現できる。
　また今回データ更新は後方支援職員が担当し、現地派遣職員はデータ出力を中心と
した運用を行ったが、例えば共有フォルダなどを活用してQGIS内にメモレイヤーを作
成するなどして、現地派遣職員もデータを更新できるようにすることで、更なる復旧
作業の精度向上と情報共有の円滑化につながる。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたい
ポイントを自由にご記載下さい)
災害時に無償で利用できるオープンソースのGIS「QGIS」を活用し、現地に簡易的な水
道台帳システムを構築した点である。現地の要望に応じて栓弁類などの表示調整や印
刷機能、漏水箇所のプロット機能等を追加することにより、復旧作業の効率化と情報
共有を実現した。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

１．調査・復旧活動の迅速化
　QGISを活用することで、現地派遣職員は本管や給水管、メーターの位置や属性情報
を把握し、漏水調査や修繕箇所の特定を迅速に行えるようになった。また、印刷機能
や属性検索機能を利用することで、現場で必要な情報を即座に出力・確認でき、業務
の迅速化が図られた。
２．報告書作成の効率化
　QGISは災害査定に必要な漏水調査報告書の作成にも活用された。漏水調査報告書に
は、位置図や住所、漏水管が分かるような図面が必要なため、各属性を具備するQGIS
は有効なものとなった。また、支援活動後期における国への報告業務の効率化にも貢
献した。GISで漏水地点などが管理されているため、迅速な情報出力が可能となるとと
もに、精度向上にも寄与した。
３．災害対策会議などでの情報共有の円滑化
　QGISのレイヤ機能を活用し、仮設配管や他企業の復旧予定情報などを重ねて管理す
ることで、災害対応情報が整理され、事業者間の情報共有が円滑に進むようになっ
た。そして、水道管の復旧計画を考案する際にも役立った。
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補助資料用紙

QGIS整備の流れ

シンボルの表現調整前 シンボルの表現調整後

バルブ

管径と管種を表示

消火栓

バルブや消火栓などの

見分けがつかない

赤い線が何を示している

か分からない

QGISパソコン整備状況3



QGISパソコン整備状況

QGIS利用可能

QGISプロット状況

漏水箇所

他企業復旧情報
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QGIS画面

レイヤ
マップ

スケール調整可

口径や管種で色分け

シンボル表示分け

漏水調査報告書

詳細(抜粋)
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シンボル表示分け

漏水調査報告書

QGIS印刷画面

添付

QGISにて確認
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例②

【特別賞】受賞事業体及び取組概要

神奈川県企業庁、横浜市水道局、川崎市上下水道局、横須賀市上下水道局、神奈川県内
広域水道企業団

取組名
(プロジェクト名)

神奈川県内の水道５事業者が目指す「水道システム再構築」の取組
（脱炭素化に繋がる相模川上流からの優先取水）

応募事業者名
（応募団体名）

抱えていた課題

【取組の背景と概要】
　神奈川県内の水道事業者である神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀市及び用水供給事
業者である神奈川県内広域水道企業団（以下「５事業者」という。）は、これまで相模
川、酒匂川のダム水源施設の開発など、古くから連携して、水道水の安定供給を通じ地
域の発展に貢献してきた。
　今後も人口減少が見込まれる中、水需要の更なる減少や水道施設の老朽化、自然災害
や水質事故への対応強化、脱炭素化など、５事業者にとって喫緊の課題となっており、
共通する課題の解決に向けて、更なる連携を強化し「水道システム再構築」の取組を進
めている。
　こうした中、５事業者は長期的視野に立って、これまでに外部有識者を交え、概ね30
年後の将来あるべき姿の構想を「神奈川県内水道事業検討委員会報告書（平成22年８
月）」としてとりまとめた。
　その後、最適な水道システムの実現に向け、「５事業者水道事業連携推進会議」を設
置し、将来を見据えた検討を進めている。
　５事業者は「水道システム再構築」を推し進めるため、令和６年５月に「水道システ
ムの再構築の推進に関する覚書」を首長級合意により締結するとともに、具体的な施設
整備の内容と向こう30年にわたる工程を示した「５事業者の『施設整備計画』」を策定
した。
　この取組は、「水道施設の再構築」、「上流取水の優先的利用」、「取水、浄水の一
体的運用」からなり、その中で「上流取水の優先的利用」は、今後、水需要に見合った
適切な規模に浄水場を統廃合することに併せ、川からの取水位置を下流から、より上流
に移すことにより、高低差を利用して自然流下で水を流し、電気を使うポンプの使用を
抑えた取水ができる施設配置とするなど、効率化を図るものである。

【川崎市の「浄水場の統廃合」】
　平成18年度から27年度にかけて、川崎市の３つの浄水場を長沢浄水場に機能集約する
こととし、施設の増強、更新・耐震化を図った上で、老朽化した潮見台浄水場及び生田
浄水場を廃止した。

【課題】
　全国に先駆けて実施した川崎市の「浄水場の統廃合」により、自然流下で導水するこ
とができる上流の水利権が未利用となっており、その活用が課題となっていた。

受賞理由

　本取組は、浄水場の統廃合により未利用となった水利権を神奈川県内の水道５事業者
が広域的に連携し、上流の水利権を活用して安定かつ効率的な水道システムを構築した
取組である。
　施設のダウンサイジングにより未利用となった水利権を、県内の５事業者が連携して
「水道システムの再構築」に取り組んだこと、上流からの取水としたことにより自然流
下の導水が可能となり、停電時における減断水リスクの低減及び水源における水質事故
リスクの低減、給水の安定性が向上するなど、様々な検討がなされたモデルであり、高
く評価できる。

取組概要

　この取組は、川崎市が先行的に行った浄水場の統廃合により未利用となっていた沼本
地点の水利権を活用して企業団が取水し、その代わりに酒匂川下流の飯泉地点からの取
水を減らすものであり、５事業者が取り組んでいる「上流取水の優先的利用」の第一歩
となるものである。
　川崎市では、３つの浄水場を長沢浄水場に機能集約することとし、施設の増強、更
新・耐震化を図った上で、老朽化した潮見台浄水場及び生田浄水場を廃止した。その
際、未利用となった相模川上流の沼本地点における水利権（142,000㎥/日）は、標高の
高いダムから直接取水し自然流下で導水するものであり、広域的な活用方法について、
５事業者で検討・協議を重ねた結果、未利用となった水利権分を神奈川県内広域水道企
業団（以下「企業団」という。）が活用することとなった。
　企業団は川崎市が所有する既存施設等を利用して沼本地点から取水することにより、
企業団の西長沢浄水場へ自然流下で導水する一方、酒匂川下流の飯泉地点からの取水量
を減らすことで、飯泉ポンプ場及び相模原ポンプ場でポンプアップしていた分の電力使
用量を削減することができるものである。

7



令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例②

【特別賞】受賞事業体及び取組概要

取組による効果

※取組を実施するにあ
たり工夫した点などを
踏まえて記入くださ

い。

　この取組は、河川管理者と協議し、必要な水利使用許可や企業団の事業認可変更や水
利使用許可を得た上で、令和６年12月２日に運用を開始した。
　この運用により、電力使用量の削減効果は最大約2,000万kWh/年、脱炭素化の効果と
して最大約8,000t-CO2/年の排出量削減が得られる見込みである。また、これに伴う動
力費の面では、最大約4.6億円/年＊の削減が見込まれる。（＊神奈川県内広域水道企業
団令和７年度予算ベース）加えて、取水地点を上流へ移すことから、高低差を利用する
自然流下にて導水することで停電時における減断水リスクの低減及び水源における水質
事故リスクの低減を図ることができ、給水の安定性が向上した。
　また、この効果は企業団の構成団体である神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀市の全
てに享受されるものであり、５事業者の連携によるものである。

PRポイント

※当てはまる項目に簡
潔に記入ください。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　施設のダウンサイジングにより未利用となった水利権を、水道事業者の連携により広
域的な視点で活用することで、水道事業における財務健全化や環境に貢献できる持続性
確保に資する仕組みを構築することができた。また、広域的な視点に立って５事業者で
連携することで、水道システム再構築の目標の一つである「上流取水の優先的利用」の
第一歩を実現することができた。
　一方、浄水場施設の老朽化などから、川崎市は施設更新に合わせ、浄水場の統廃合に
着手したことで未利用水利権は平成28年から生じていたものの、先行する事例がなかっ
たため、５事業者内や関係団体との協議・調整が難航し、令和６年に企業団がその活用
を開始するまでに実に８年の歳月を要した。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　水需要が減少する中、施設のダウンサイジングを実施することで、広域的に連携し上
流の水利権を活用して安定かつ効率的な水道システムを構築した事例は、同様の課題を
抱えている他事業体の参考となる先駆的なモデルである。
　高度経済成長期の急激な水需要の増加を背景として、ダム開発により水利権を獲得し
てきた水道事業体は多いが、節水意識の高まりや平成23年以降国内の人口減少を受け、
近年では施設のダウンサイジングの必要性が高まっている。一方で、ダウンサイジング
を実施した後も、ダムの維持管理費は継続しており、水道事業の経営を圧迫する要因の
一つとなっている。
　今後、水道事業の経営環境はますます厳しくなる中では、広域化や広域連携がさらに
進展することが想定されるので、本取組を参考にできるケースはより増えてくると考え
る。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたい
ポイントを自由にご記載下さい)
　川崎市の水道事業は全国に先駆けて、施設のダウンサイジングを前提とした施設再構
築に着手し、3つあった浄水場を1つに統廃合したことで、平成28年に未利用の水利権が
生じたが、県内の５事業者が連携して「水道システムの再構築」に取り組んでいたこと
や企業団を介した広域的な施設配置により、管路整備をせずに、その水利権を最も良い
手法で活用することができた好事例である。このことは、上流の未利用水利権を活用し
５事業者の「上流取水の優先的利用」の第一歩を実現することができた。
　このような取組は、中小規模事業者にとっても大いに参考となる事例と考える。
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補助資料用紙

②上流（沼本地点）からの取水

①５事業者の「水道システム再構築」目標
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③新聞報道１
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④新聞報道２
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持続可能な事業運営に向けた川崎市水道事業の再構築

補足資料：川崎市再構築

未利用の水利権
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例③

【特別賞】受賞事業体及び取組概要

応募事業者名
（応募団体名）

受賞理由

　本取組は、ポンプ等の節電能力を発電指令電源として価値化し、市の代わ
りに容量市場で売買可能な仲介業者（アグリゲーター）の選定のための一般
競争入札手法の構築に取り組み、1000kW以上の電源容量がなくても仲介業者
との契約により容量市場へ参入できる手法を確立したモデルである。大規模
施設を保有しない中小事業体において、小容量での容量市場への参入しやす
い入札方法の確立など、他の事業体の参考となる取り組みであり、高く評価
できる。

久留米市企業局

取組名
(プロジェクト名)

浄水施設における発動指令電源の容量市場への提供による脱炭素及び収益増への取組

抱えていた課題

【地方自治体の浄水場には活用のポテンシャルがあるが活用が広がっていない】
　容量市場は、将来の安定的な電力供給を維持するための供給力[kW]を確保すること
を目的として創設された新しい電力市場（※創設2020年）である。安定電源、変動電
源、発動指令電源の３つの電源を取り扱っており、それらの電源を取引することで報
酬を得ることが出来る。地方自治体の浄水場等では、ポンプ設備等の運転台数の削減
などで生み出される電源を発動指令電源として活用する手法などが考えられる。
　この発動指令電源の活用は電力需給バランスの調整能力の拡大へと繋がり、太陽光
発電等の再エネ電源の更なる拡大にも寄与する事になり地球温暖化対策上も大変意義
のあるものとなる。配水池を備えている浄水場は取水ポンプ等の運転台数に一定の自
由度があり発動指令電源の供給ポテンシャルを秘めているが、活用出来ている自治体
は少ない。
【分かりやすい一般競争入札手法が確立されていない】
　容量市場活用検討を開始した時点では自治体での活用事例は少なく、わかりやすい
一般競争入札等での事業者選定手法が確立できていないことが、容量市場の活用が拡
がらない最大の課題であると考えた。

取組概要

　本市ではポンプ等の節電能力を発動指令電源として価値化し、市の代わりに容量市
場で売買して頂く事業者（アグリゲーター※１）を出来るだけ分かりやすく選定する
ための一般競争入札手法の構築に取組んだ。取組みの概要は以下のとおり。
※１　複数のエネルギー資源を束ね、電力の需要と供給のバランス調整を行う事業者
（１）提供する発動指令電源の検討と、容量市場参加手法の整理
　配水池に一定量の水を貯めていれば数時間は取水ポンプを停止できることに着目
し、水運用の支障とならない範囲で取水ポンプの節電能力を発動指令電源として提供
する事にした。また、容量市場に市が直接参加するためには1,000kW以上の電源提供
が必要となるが今回その規模に満たないため、アグリゲーターと呼ばれる事業者を介
し間接的に参加するスキームとした。
（２）他の自治体へも水平展開可能なわかりやすい一般入札手法の確立
　アグリゲーターが入札に参加しやすくするために、電源の提供方法・容量について
は発注者側で事前に十分検討し、入札条件として明示したうえで、報酬単価のみを競
うシンプルな入札とした。また、本取組を実施するにあたり、追加の設備投資等は一
切不要。必要なのは運転方法の工夫と入札事務のみ。
（３）実施時未達でもペナルティの発生しない入札条件の設定
　事前に行われる実効性テストと実運用を全て成功することで約束した満額の報酬を
得ることが出来る。失敗時は失敗した割合に応じて報酬が減額される仕組みとなって
いるが、発動指令未達時でも違約金などを支払うことは無い様に市にとってデメリッ
トが無い条件とした。
（４）実運用への備え
　本市において発動指令が来た際に最も重要なことは、速やかに配水池水位を確認
し、出来る限り水位を上昇させることである。そのため、発動指令が来た際の対応マ
ニュアルを作成し、慌てず対応できるよう準備をした。
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例③

【特別賞】受賞事業体及び取組概要

PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　自治体職員としては一見馴染みの無い容量市場という新しい市場を活用した取組み
ということで取組み意義の庁内向け周知、達成しうる効果見込の算出などにおいて
ハードルがあった。自治体により所有している浄水場等の規模にもよるが、本市の様
に提供できる電源規模が、数百kW程度であっても容量市場で取引できるかなど、発動
指令電源としての規模感などが良くわからない中での検討であったが、数少ない他自
治体での取組み事例や、アグリゲーターへのヒアリングなどでそれらの解決に取り組
んだ。浄水場以外に、下水処理場などでも容量市場活用の可能性があるため、本取組
については庁内関係部署についても周知活動を行っている。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　容量市場における発動指令電源を提供する取組みは、前述した様に、今後の更なる
再エネ導入を促進するためにも地方自治体として積極的に取り組むべきテーマである
と考えている。他自治体への波及促進を考慮すると、出来るだけ分かりやすい入札手
法とすることが必要との認識のもと入札手法を確立させた。本市で成功した入札の組
み立てにおける重要なポイントは以下。
　①数百kW（およそ２００kW以上）あれば容量市場での取引対象となる。
　　電源提示は種類と規模を明示（例：取水ポンプ２台、合計２８０kWなど）
　②事業者（アグリゲーター）に応札してもらうのは、kWあたりの報酬単価
　③実効性テスト、実運用でも未達成時でもペナルティ無しでの条件付与とする

［特にPRしたいポイント］
　意義のある取組みでも、その活用が容易でなければ他への波及の障害となるが、分
かりやすくかつペナルティの無い手法で容量市場の活用が出来る入札手法を確立させ
たことが重要なPRポイントであると考えている。
　容量市場で発動指令電源を提供するという取組みは、将来の電源確保につながり電
力インフラを支える大変重要なものであること、特に太陽光等の再エネ電源の更なる
導入促進に繋がるといった地球環境面でも重要な意義があるということを、多くの自
治体職員にしっかりと認識して頂きたいと思う。数百kWずつでも全国の浄水関連施設
が提供しあえばその電源規模は膨大なものとなる。その認識を深めて頂いた上で、活
用の際には本市の入札手法を参考にして、多くの地方自治体の方々に取り組んで頂け
ればと考えている。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

　【2023年度入札結果】
　・入札対象　　　2022年度オークション分（実行性テスト2024年度）
　・実運用　　　　2026年度
　・提供電源等　　取水ポンプ２台分、280kW
  ・入札対象　　　kW報酬単価
　・オークション約定価格　9,622.8円/kW（税込）（九州エリア）
　・予定価格　　　6,600円/kW（税込）
　・落札後報酬予定価格　230万円（税込）（オークション約定価格の約88％）

　【2024年度入札結果】
　・入札対象　　　2023年度オークション分（実行性テスト2025年度）
　・実運用　　　　2027年度
　・提供電源等　　取水ポンプ２台分、350kW
  ・入札対象　　　kW報酬単価
　・オークション約定価格　12,602.7円/kW（税込）（九州エリア）
　・予定価格　　　9,900円/kW（税込）
　・落札後予定報酬価格　410万円（税込）（オークション約定価格の約93％）

〇工夫した点
①シンプルな入札条件、ペナルティの無い入札手法の確立
　出来るだけ分かりやすい入札手法、自治体側にペナルティの無い入札条件とした
が、入札において特に支障となることなく、2022年度分・2023年度分とも入札を成功
させた。
②2022年度分→2023年度分入札への改善点
　2022年度分入札での成功後、2024年度に実効性テストを受験し、目標の280kWを超
える節電を達成することが出来た。このことを踏まえ、2023年度分入札においては、
提供電源規模を280kWから350kWへと拡大し、更なる成果拡大へと繋げることができ
た。
【2022年度分実効性テスト概要】
　・節電要請　　８月下旬　17：00～20：00
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補助資料用紙
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応募事業者名
（応募団体名）

令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例④

仙台市水道局

取組名
(プロジェクト名)

革新的な施設系アセットマネジメントの推進！
～新たな発想と工夫で未来を導く～

抱えていた課題

　水道事業における経営環境の厳しさが増していく見通しの中、持続可能な水道事業
運営に向けて「水道事業におけるアセットマネジメントに関する手引き（厚生労働
省・H21年7月）」に示された検討水準4D（詳細型）によるアセットマネジメントの実
施が求められている。
　管路系資産に関しては、AI技術の活用の取組み等によるアセットマネジメントの推
進が見られているのに対して、施設系資産に関しては、電気・機械設備、土木構造
物・建築物、水質関連機器等と多種多様で膨大な保有資産の整理、更にはその個々に
対する想定使用年数の設定やリスク評価の実施が必要となり、資産規模の大きな事業
体ほど、アセットマネジメントの推進が困難な状況となっている。
　この多種多様で膨大な施設系資産に対するアセットマネジメントの推進を図るため
には、想定使用年数の設定からリスク評価を経て、更新需要見通しと最適更新投資額
の算出に至る一連の検討作業において、より効率的な検討手法の確立が求められた。

取組概要

　施設系資産として、本市の保有する浄水場の一つを抽出し、その資産約800件を対
象に一般的とされている従来手法によってアセットマネジメントの検討を試行したと
ころ、個々の設備に応じたリスク評価が繁雑となり、最適更新投資額の算出に至るま
で、技術系職員による約2時間のワーキングを計16回（約32時間）実施した。
　この試行を踏まえると、本市水道局の全ての施設系資産約2万点を対象とした場
合、単純計算で400回（約800時間）のワーキングの開催が必要となり、更に毎年の施
設更新に伴う新たな資産情報への対応も考えると、現実的ではない作業時間が必要と
なる。
　そのため、従来手法で一般的とされていた基本的な考え方から再検討を行い、新た
に施設系資産に関する考え方を定義したうえで、効率的な検討手法を構築した。
＜従来手法＞
　想定使用年数の超過度合いによる老朽度と、故障時の影響の大きさによる重要度を
5段階等で評価し、この2軸のマトリックスによって更新優先度を設定のうえ、更新費
用の見通しを算出するのが一般的とされてきた。この手法では、保有する施設全てに
対して一つひとつの評価が必要であり、莫大な検討時間を必要とした。
＜新たに構築した検討手法＞
　施設系資産に関して「浄水施設は全てが重要」であり「想定使用年数を超えた資産
は老朽化資産」であると定義し、将来100年間の資産の老朽化に関するシミュレー
ションを行い、老朽化資産の保有割合をリスク評価における一つの指標とし、その保
有割合の減少を図ることを目的として、最適な更新投資額を算出する手法を構築し
た。保有施設一つひとつの評価を必要としない新たな考え方により、検討作業の大幅
な効率化を実現した。
　なお、検討の実施にあたり、多様な条件の更新シナリオによるシミュレーションが
可能な検討ツールの開発を行った。
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PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
・本取組みは、施設系アセットマネジメントの検討に関する考え方の根本からの革新
に挑戦し、高度な最新設備や解析技術の導入によるものではなく、職員の工夫と新た
な発想をブレイクスルーとして、リスク評価から最適更新投資額の算出に至る一連の
手法を新たに構築し、大幅な効率化を実現したものである。
・開発した検討ツールと、これによる説明性の高いシミュレーション結果は、短期的
視点では効率的かつ効果的な施設更新計画の立案に、長期的視点では持続可能な水道
事業運営に向けた将来リスク抑制のための最適な更新投資の実現に向けて、施設系資
産に関するアセットマネジメントを大きく進展させることが可能である。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
・本取組みの成果は、施設系資産に対する「考え方」であり、他事業体においても容
易に導入が可能であると考える。また、本取組みにおいて開発したシミュレーション
検討ツールについても、表計算ソフトの一連の知識があれば、他事業体においても開
発が可能なものであると考える。
・事業体によっては資産整理やリスク評価を実施するために、業務委託として費用と
数年の時間を掛けて取組んでいるところもある。本取組の検討手法を導入すれば、費
用と時間の大幅な削減が可能であり、アセットマネジメントの推進に大きく寄与でき
るものと考える。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRした
いポイントを自由にご記載下さい)
・これまで困難であった施設系資産に関するアセットマネジメントの一連の検討を効
率的に実現した、まだ国内に例のない先進的な取組みの成果である。
・全て職員による新たな発想と工夫の成果であり、高度な解析技術によるブラック
ボックス化を生じない、説明性の高い検討成果の作成を可能とした。
・検討ツールの開発により、職員の手のみで毎年の施設更新や経営環境の変化等に対
するシミュレーション検討を継続し、施設更新計画のアップデートが可能である。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

１．施設系資産に関する考え方を革新し大幅な効率化を実現
　保有する施設系資産の一つひとつに対してリスク評価を必要とする従来手法の考え
方の革新に挑戦し、保有する老朽化資産の総量によってリスクを評価する考え方を考
案し、これを基本として更新需要見通しと最適更新投資額の算出に至る一連の検討手
法を新たに構築した。
　この検討手法を用いることにより、従来手法では400回（約800時間）のワーキング
が必要と想定された施設系資産約2万件に関する一連の検討を短期間（検討手法の確
率と合わせて約6ヶ月間）で完了し、将来100年間の最適更新投資額を算定した。
　なお、一連の検討過程は次の通りである。
①施設系資産の定義：施設系資産に対して「浄水施設は全てが重要」であり「想定使
用年数を超えた資産は老朽化資産」であると定義し、将来100年間の資産の老朽化に
関するシミュレーションを行う。
②更新需要見通しの算出：上記の定義に基づいて、想定使用年数を超過した老朽化資
産の更新に必要な投資額を算出する。
③リスク評価：老朽化資産の保有割合をリスク評価における一つの指標とし、その保
有割合の減少を図ることによって、老朽化を原因とした設備の故障による浄水停止な
どといった将来リスクを抑制する。
④最適更新投資額の算出：上記のリスク評価の考えに基づき、老朽化資産の保有割合
を減少させることを目的としたシミュレーション検討を行い、最適な更新投資額を算
出する。

２．シミュレーション検討ツールの開発
　検討の実施に際し、様々な更新シナリオによる資産の老朽化に関するシミュレー
ションが行える検討ツールを開発した。検討ツールの開発は、全て職員の手によるも
のであり、表計算ソフトをベースにローコード生成AIを活用してVBAのコーディング
を行った。

３．点検データ等の活用方法の具体化
　これまで具体化されていなかった点検データ等の活用方法を具体的に整理し、施設
の更新サイクルにおいて点検データと更新履歴に着目することで想定使用年数の最適
化を図るPDCA活動を具体的に定めて、検討精度の向上に向けた道筋をつけた。
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補助資料用紙

革新的な施設系アセットマネジメントの推進！
～新たな発想と工夫で未来を導く～

１．これまでの検討手法

① 従来のリスク評価のイメージ

老朽度（想定使用年数の超過の割合）と重要

度（故障時の影響の大きさ）の２軸によるマト

リックスによって更新優先度を評価してきまし

た。

② 想定使用年数の考え方

設備の製造元の対応に対してどの段階に設定する

かが課題であり、統一した設定は困難でした。

① 従来の考え方と新しい考え方の対比

更新需要を効率的に算出するために、基本的な考え方を新しく考案しました。

２．施設系資産に関する新しい考え方

② 想定使用年数設定のための資産区分とリスク区分

更に、想定使用年数設定のために資産を特性に応じてa、b、c、の３つに区分し、その区分に対し

てリスクをⅠ、Ⅱ、Ⅲ、の３つの区分に再定義しました。
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３．老朽化資産の増加シミュレーション

今後１００年間の資産の老朽化シミュレーションを実施したところ、

約７５年後の２１００年代に保有資産の全てが老朽化資産となる結

果となりました。

４．老朽化資産の増減によるリスク評価

前頁の３つのリスク区分に基づいてシミュレーションを実施しまし

た。

「老朽化資産を増やさないことでリスクを抑制する」ことを基本方針として更新投資額を検討。

１００年間の老朽化資産のシミュレーションによって、更新投資額に対する老朽化資産の増減の傾

向分析を行い、老朽化資産を減少傾向とするために必要な更新投資額 ［α億円/年］ を算出しま

した。
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６．シミュレーション検討ツールの開発 ７．局内検討会

５．最適更新投資額の算出

傾向分析によって算出した更新投資額 ［α億円/年］ を基準に前後値を用いて感度分析を実施。

更新投資額から２億円を減じると老朽化資産は増加傾向に転じてしまうが、更新投資額に２億円を

加算しても、老朽化資産の減少傾向は大きく変化しないとの分析結果により ［α億円/年］ が最適

更新投資額であることを確認しました。

職員の手により、表計算ソフトをベースにロー

コードツール（生成AI）を用いて検討ツールを

開発しました。これによって職員による継続し

た検討を可能としました。

局内ワーキンググループを設置し、職員の知見

を集結して想定使用年数の設定や設備の更新

単位の設定等の精度向上に取組みました。
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９．取組みによる効果

８．点検結果･更新履歴の活用方法

想定使用年数の精度向上に向けた取組みとして、これまで具体的な方法が示されたことのない点

検データ等の具体的な活用方法を、次の通りに整理しました。

① 点検データの活用方法

点検データを蓄積したうえで、対象設備が更新されるまでの間に「異常の兆候が見られなかった」

場合に着目し、その際は想定使用年数を延長する方向に見直しを検討するための基礎資料とする。

② 更新履歴の活用方法

更新履歴を蓄積したうえで、対象設備が想定使用年数に満たない期間で更新を繰り返している場

合には、想定使用年数を短縮する方向に見直しを検討する基礎資料とする。

その際、点検データに「異常の兆候を見いだせれば」今後の想定使用年数の精度向上への活用を

図る。

これまで困難であった施設系資産に関するアセットマネジメントの一連の検討

を効率的に実現した、前例のない先進的な成果である

全てが職員による新たな発想と工夫の成果であり、高度な解析技術によるブラッ

クボックス化を生じない、説明性の高い検討成果の作成を可能とした

検討ツールの開発により、職員の手のみで経営環境の変化等に応じたシミュ

レーション検討を継続し、施設更新計画のアップデートが可能である
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抱えていた課題

　これまで利府町は、上下水道施設の維持管理、保全管理業務を職員自らが行ってお
り、夜間休日の一部業務のみを民間委託していましたが、水道料金窓口、メーター検針
業務、開閉栓業務などサービス系業務については既に包括的委託に取り組んでいまし
た。
　一方で、将来的な職員数減少に伴う人材確保や技術継承、老朽化が進む既存施設の維
持管理・更新の最適化、そして事業経営の健全性維持に向けた業務効率化などが喫緊の
課題として顕在化していました。
　そのような課題認識を持ちながらも、厳しい予算制限のため、IT技術などの積極的な
導入が難しく、これまで培ってきた経験、知識、技術、ノウハウなどのデータベース化
や体系的整理、それらを活用した業務の効率化に苦労している状況でした。
　こういった状況を可能な限り早急に改善して課題解決することを目標に、さらなる官
民連携の推進に取り組むことになりました。

令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑤

利府町上下水道部

取組名
(プロジェクト名)

利府町上下水道事業包括的民間委託
（上下水道ウォーターＰＰＰ　レベル3.5の導入）

応募事業者名
（応募団体名）

取組概要

　課題解決に向けては、上下水道事業を将来にわたって安定的に継続させ、町民への上
下水道サービスの維持向上させることを大前提とし、公共性を担保したまま民間の創意
工夫を活用できる手法について議論を進めていたところ、政府よりＰＰＰ/ＰＦＩ推進
アクションプラン（令和5年改定版）が示され、内部で検討を重ねた結果、本町が抱え
る課題と現状を踏まえた事業スキームとして、「管理・更新一体マネジメント方式」
（レベル3.5）の更新支援型が最適解であるとの結論に至り、速やかにウォーターＰＰ
Ｐ事業の実現に向けた取組みに着手しました。
　包括的民間委託の対象範囲は、本町の職員が行うコア業務や更新工事を除く、水道事
業、下水道事業の全般で、運転管理業務、保全管理業務、料金徴収・窓口業務、コンサ
ルタント業務を包括的に委託することとしました。上下水道事業一体として事業規模を
確保することやサービス系業務も含めることで効果の最大化を目指しています。
　事業者選定にあたっては、高度な技術と優れた知識に基づく創意工夫の活用を図るた
め、公募型プロポザールを実施し、業務を担うＳＰＣの設立を条件として、経営方針や
業務の履行方法に関する提案のほか、プロフィットシェアの方法などについて提案を求
めました。

23



令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑤

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

　ウォーターＰＰＰは、①長期契約（原則10年）、②性能発注、③維持管理と更新の一
体マネジメント、④プロフィットシェアが要件となっています。この中で、特に本町が
着目したのが性能発注についてです。これまでも、包括的民間委託や運営権事業などＰ
ＰＰの事例は多くありましたが、それらを参考にしつつ、官民の最適なリスク分担と効
率的、効果的な業務の履行を担保するための性能発注の検討に重点を置きました。しか
し、検討に入ったところ、施設の健全度の把握、特に地下埋設されている管路施設の現
状把握が大きな課題となりました。他事業体の事例でも、管路情報の提示と官民のリス
ク分担が課題となり、多くの業務で管路の維持管理が除外されていました。
　そこで本町では、委託期間をとおしてＳＰＣが自ら管理、収集する維持管理情報をも
とに、設備修繕などの維持管理計画や更新計画を総合的に提案し、実行していく管理・
更新一体マネジメント方式の実効性確保に注力しました。そのひとつが、10年の基本契
約と事業年度ごとに実施契約を締結する契約スキームです。
　ＳＰＣが、蓄積する維持管理情報もとに最適な維持管理計画と更新計画を立案し、本
町の確認、承認を経て年間履行計画に反映させること、また、最新の市場動向に基づく
コスト情報が考慮されるよう事業計画を毎年ローリングして最適化することで、契約期
間中の条件変化に柔軟に対応でき、官民双方のリスク分担を最適化する仕組みができま
した。
　また、性能発注における業務水準確保のため、継続的な評価、改善活動を実施できる
よう、官民連携によるモニタリング体制の構築に取り組みました。ＳＰＣによるセルフ
モニタリング、町によるモニタリングのほか、ＳＰＣ出資企業によるモニタリングや有
識者による第三者モニタリングを行う事で、多角的な視点、俯瞰的な視点を取り込んだ
モニタリングとし、継続的な事業最適化に取り組んでいきます。

PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　本町の上下水道部も他部署と同様に、3年前後で職員が部署異動となるため、熟練技
術者から若手技術者への計画的な技術継承が課題となっていました。
　今回のウォーターＰＰＰでは、町が行うモニタリングを通して、職員の技術力維持、
技術継承に取り組みますが、ＳＰＣが導入した台帳システムや維持管理ツールなどを職
員も利用することで、効率的かつ効果的な技術継承が期待できます。
　また、若手職員を中心とした定期的な官民連携ワーキングの実施により、最新の民間
技術・ノウハウを習得できる機会も設けています。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　中小事業体においては、既存設備の劣化度の把握、健全度の評価が十分ではなく、中
長期にわたる更新・修繕計画が具体的に整理できていないことが想定されます。その場
合、ウォーターＰＰＰの実施までに行う諸々の調査、計画に時間を要することになりま
すが、本町の取組みのように、性能発注の明確化による管理・更新一体マネジメント方
式の実効性確保や条件変更に対して柔軟に対応可能な契約スキームを採用することで、
民間事業者が参画しやすい事業の枠組み作りが可能で、早期にウォーターＰＰＰを実施
することが期待できます。

［特にPRしたいポイント]
　公募時の要求水準書で、契約期間の10年間の官民連携の進め方として、3つのフェー
ズを定義することで段階的な目標を明示しました。これは町独自に設定したもので、町
が保有する財産や培ってきたノウハウを包括委託に引き継ぎながら、効率的かつ効果的
に民間ノウハウを導入していくことを目的としています。まずは、これまで町が実施し
てきたすべての業務の見える化や、設備管理台帳のデータベース化などを“フェーズ
１”の2年間で行い、次の3年間では業務の最適化や効率化に向けた民間技術・ノウハウ
の積極的な導入を行います。残る5年間はそれらの技術・ノウハウの検証や技術継承に
むけた仕組みの確立、そして次期計画に向けた検討を行うものです。官民連携の進め
方、スケジュールを設定してフェーズで区切ることで、官民双方で認識を共有化し、よ
りスムースに協働できるようにすることで、官民連携のシナジー効果を最大化し、業務
品質の向上と確実な技術継承を実現できるよう工夫した取組みになります。
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補助資料用紙
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応募事業者名
（応募団体名）

令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑥

盛岡市上下水道局

取組名
(プロジェクト名)

令和6年8月豪雨に際しての米内浄水場における断水回避に向けて発揮された現場
力

抱えていた課題

岩手県を襲った線状降水帯に伴う記録的豪雨により、米内浄水場では取水施設が
被災するとともに、激しい濁度上昇により、取水停止を余儀なくされ、浄水処理
が大きな制約を受け、断水の危機に瀕した。

取組概要

緩速ろ過、急速ろ過が並置されている特徴にも留意し、普通沈澱池の貯水容量や
緩速ろ過処理の限界も考慮した精緻な施設運用により、懸念された断水を回避し
た。

　緩速ろ過と急速ろ過のハイブリットにおける災害時対応を確実に実践できる状
態を確立するため、各種災害マニュアルの充実や過去の災害対応の継承を図りな
がら、局独自の実践的な災害対応訓練を実施してきました。また、令和６年度か
らは、災害時に全職員がタイムラインを活用しており、すべての情報が瞬時に共
有できるようになったことで、あらゆる対応の迅速化及び適正化に繋がり、今回
の災害対応でも大きな実績を残した。

　職員の能力向上を図るため、平成28年度から局の職員技術研修として、管路技
術編・浄水技術編（全15研修　年35日間）を実施しており、災害時に迅速かつ的
確な対応ができるエキスパート職員の育成に取り組んできた効果が発揮されたと
考えております。
　
　緩速ろ過においては、平成25年度に局独自で緩速ろ過専門部会を立上げ、全国
セミナーを開催して知識を収集し、独自の実証実験等を重ねながら研究に力を入
れてきたことにより、あらゆる場面での対応力を兼ね備えてきたことも大きな断
水回避の要因である。
（平成26年度より水道研究発表会にて11題を発表）
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑥

PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
保有する浄水施設の特徴を管理職・職員が熟知しており、厳しい高濁度にかかわ
らず断水を回避できた実力は高く評価できる。

　失われた機械動力を、局全体のマンパワーで補うことにより、課題解決に繋
がった。またこれには、夜間休日の浄水場運転管理を業務委託している委託業者
が、局の判断を正確に理解し実行できる能力を持っていたことが必要不可欠で
あった。委託業者と綿密な情報・技術の共有を図り、災害対応時に的確な行動を
とれたことも大きな要因であった。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
これまでの同種の事例を精確な記録として残し、それを組織全体で共有するとと
もに訓練等を通じて組織的に咀嚼している。これらの組織内における危機事象に
関わる情報共有は他事業体の参考にもなろう。

　異なる浄水処理方式を併用するハイブリットは経済的なリスクと業務量の増大
から避けられる事業体は多いと思うが、水質変動への柔軟な対応が可能となるた
め、リスク管理の参考になると思われる。また、緩速ろ過における沈殿池・調整
池の活用、高濁度時の浄水処理や維持管理については、今後の災害対応や更新計
画等に欠かすことのできないものと考えている。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPR
したいポイントを自由にご記載下さい)
新規性・革新性というよりは、自らの施設を熟知し、それを危機対応にもしっか
り活かせる応用力は、日々の業務における姿勢という観点では「原点回帰」とも
いえ、その意義を強調したい。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

場長をはじめとする現場の職員が施設の特徴を熟知していたことに加え、日頃よ
りこの種のリスクを想定した実効性の高い訓練を重ねていたことの意義が再確認
されるとともに、今回の対応経過も局内で広く共有・咀嚼している。

　多くの訓練・研修・研究を重ねてきたことにより、組織一体となって災害に対
峙することができ、知識・経験・技術力を兼ね備えたマンパワーによって米内浄
水場の大雨災害による断水危機を乗り切ることができた。
　何より、この非常事態であっても市民が不安を抱くことなく生活を送っていた
だいたことが、我々にとって一番うれしく幸せなことであった。
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補助資料用紙

水道産業新聞掲載記事（令和 7 年 2 月17日発行）

【特集】記録的豪雨も断水回避した米内浄水場
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８月 27 日（火）18 時頃、本市では、日本海から北日本に前線が停滞し、前線に向かって太平洋高気 圧の縁を

まわる暖かく湿った空気が流れ込んだ影響により、大気の状態が非常に不安定となり、雨雲が 発達したことで、

市の南西部から北東部にかけて猛烈な雨となった。 また、19 時 50 分に線状降水帯が発生し、当初の予想を

上回る記録的な大雨となった。 19 時 10 分には盛岡市北部付近、19 時 20 分には盛岡市南部付近、20 時 20 分

には再び盛岡市北部付近と、短時間のうちに３回の記録的短時間大雨情報（１時間に約 100 ミリ）が発表された。

アメダスの雨量計の観測では、盛岡の観測地点において、日最大１時間降水量が観測史上１位の値を更新した。

31



32



災害時に迅速かつ的確な対応ができるようなエキスパート職員育成研修の取組
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑦

応募事業者名
（応募団体名）

さいたま市水道局

取組名
(プロジェクト名)

さいたま市水道局のお仕事体験イベント

抱えていた課題

　現在、水道事業における技術職員の高齢化や後継者不足が課題となっており、次世
代の人材育成が不可欠となっています。さいたま市水道局においても、令和１４年ま
でに職員の８．２％が退職を迎える見通しであり、ベテラン職員の退職が続く中、人
材確保が課題となっています。
　また、さいたま市水道局では、毎年、小学生を対象とした水道教室やダム見学等、
水道が蛇口に届くまでの仕組みについて説明を行う授業や、水源地域と触れ合うイベ
ントを開催しておりますが、水道局の業務やその魅力について、将来の職員確保につ
ながる広報の機会は設けていませんでした。

取組概要

【開催日時】令和７年３月１５日（土）午前の部１０：００～１２：００、午後の部
１３：３０～１５：３０
【体験業務】水道メーター検針、水質検査、漏水調査、漏水修繕、応急給水
【開催場所】さいたま市水道局北部水道営業所
【対象】さいたま市内在住又は在学の小学４～６年生（保護者同伴）
【定員】合計４０名：午前の部２０名、午後の部２０名（抽選）
【参加費】無料
【主催】さいたま市水道局

　参加者を４人１組の５グループに分け、５つの業務体験を順番に回ることで、円滑
かつ効率的な体験イベントとすることができました。
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑦

PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
　実施後のアンケートで、『「将来ここ(水道局)で働きたい」と話していた』という
声を複数いただき、水道局の職業体験を通じ、次世代を担う小学生の関心を高め、水
道局の業務の魅力について広報することができました。
　『普段当たり前のように使えている水道の有り難さを感じることができ、それぞれ
の部署の方のご苦労を伺うことができ、理解につながった』という声を複数いただ
き、水道が市民生活を支える重要な役割を果たしていること、また水の大切さについ
て、理解促進につながったものと感じています。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
  募集においてホームページ・ＳＮＳの利用や、市内全小学校への募集チラシの配布
など小学校と連携することで、広く告知することができました。この結果、４０名の
定員に対して２０７名の応募がありました。
　また、費用を抑えるため業務委託はせず、全ての業務を職員で準備・実施しまし
た。費用は消耗品（軍手やヘルメット、水質検査の白衣）購入のみであり、低予算で
効果の高いイベントを開催することができました。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRした
いポイントを自由にご記載下さい)
　全て職員が企画・運営したイベントであるため、迅速に他部署と調整ができ、準
備・実施することができました。所管課の職員は、小学生に分かりやすく説明し、体
験してもらうために、業務の振り返りや要点を確認する良い機会となりました。
　また、体験する５つの業務を決められた時間内に順番に回るため、体験中の質問時
間を短くした分、体験終了後に全員が集まる場で質疑応答時間を設けたことで、参加
者全員と共有でき、理解促進につながりました。
　本市水道局として、初めての取組となりましたが、参加者の声やアンケート結果か
ら所期の目的である「将来の職員確保につながる広報の機会」は一定程度、達成する
ことができました。今回の取組で得た改善点を踏まえて、今後も継続して実施してい
きたいと考えています。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

　将来を担う小学生に水道局が行う業務について、理解・関心を高めていただき、水
道の重要性や水の大切さを学んでいただくとともに、小学生に水道事業の魅力を伝え
る機会をつくることを狙いとしています。
　参加者募集の段階において、費用を抑えながら興味を引くことができるよう、写真
を多く使ったチラシを職員で自作するとともに、市内全小学校の対象学年全児童に配
布することで、より広い周知を図ることを工夫しました。
　また、イベントの告知及び実施報告については、水道局公式ＸなどＳＮＳで発信す
るとともに、ホームページにおいて当日の流れや体験の様子、参加者の声などをわか
りやすく紹介しています。
　さらに、参加者にとって充実した体験ができるよう、複数の部署と綿密に調整を重
ねました。具体的には、漏水修繕では太い本管からの大規模な漏水修繕を見本として
職員が行った後、参加者には、安全面を考慮し、口径を落とした管による漏水修繕を
職員の指導のもとで行っていただきました。参加者からは『水が高く吹き上がる瞬間
を目の前で見て、漏水や修繕の仕組みを分かりやすく説明してくれて良かった』など
といった好評の声をいただきました。
　また、水質検査では、親子で体験に参加できるよう道具を用意するとともに、普段
職員が使用する器具よりも小さい器具を揃え、小学生が扱いやすいよう工夫しまし
た。
　その結果、実施後のアンケートで、『これまで市町村や企業が主催する体験会や講
座に参加した中で、今回の「水道局のお仕事体験」が1番充実していて良かった』と
いう声をいただき、高評価をいただけました。

漏水修繕の様子 水質検査の様子
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補助資料用紙 募集チラシ
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応募事業者名
（応募団体名）

令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑧

志木市

取組名
(プロジェクト名)

漏水対応等における維持管理支援システムを用いた情報共有及び業務の効率化

抱えていた課題

① 職員や維持業者の要員不足や水道施設の急速な老朽化による職員1人あたりの負担
増加
⇒施設管理や現場報告の書類作成等に要する負担が大きくなっている。
② 住民からの問合せに対する対応や情報共有の遅れ
⇒市に問合せがあった際、部署内や業者側で内容や状況の詳細がリアルタイムに共有
できていない。
⇒特に緊急時では、現場で市の判断を待っていると対応が遅れてしまう。
③ 複数資料の確認による要望受付業務等の煩雑さ
⇒要望受付の際、配水管等の情報を別途GISやHP等で確認する必要があり、時間がか
かる。

取組概要

　維持管理支援システム（日本工営株式会社による構築）を導入し、主に以下の取組
を行っている。
① 従来のアナログ（紙）での作業プロセスに合わせシステム化
・受付情報や現地情報をデジタルデータをベースとし、手戻りや二重入力の解消
・登録した情報が関係者へ自動配信されることで、電話やメール等での連絡や説明時
間が削減
・書類作成の自動化により現地から帰所後の事務作業量を軽減
⇒上記の事例等により、業務の効率化・省力化につなげている。また、これにより生
み出された時間で、職員が市民サービス向上のための検討等に注力することができる
ようになっている。
② 職員や業者の双方でリアルタイムに情報共有
⇒クラウドを活用したシステムにより、問合せ内容がクラウド上で瞬時に共有できる
ようになり、市側の迅速な判断や早期の現場対応が可能となった。
③ 配水管等の情報をシステム上に表示
⇒要望箇所との位置関係等の確認や管路情報の一元管理が可能となり、自席のPCや現
場でスマートフォンにて閲覧できるため、他資料を別途確認する必要がなくなった。
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑧

PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］

　多くの水道事業者が共通して抱える課題として、「人材不足や水道施設の急速な老
朽化による職員1人あたりの負担」、「紙ベースでの管理のため、発見した損傷・不
具合の対応状況や措置内容の情報共有が煩雑化すること」が挙げられる。
　こうした中で、当システムは上記のような課題解決のために有効なツールであり、
また本市の事例からも言えるように、改修次第で概ねどのような日常の維持管理の課
題にも対応できると考えられる。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］

　本市でも様々な改修を行ったように、当システムは、それぞれの水道事業者にあわ
せたカスタマイズが可能であるため、上記に記載の課題も含め、様々な水道事業者が
抱えている課題の解決に貢献できる。
　また、本市では職員・業者ともにシステムが閲覧・登録できるように設定してお
り、システムのユーザー数自体に制限はなく、ユーザーの追加・削除もできるため、
異動や退職等があっても長く使い続けることのできるシステムでもあると考える。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRした
いポイントを自由にご記載下さい)

　当システムは、既に複数の自治体で「道路」の維持管理支援システムとして使われ
ているものだが、それを本市で全国初となる「水道施設」の維持管理支援システムと
して活用している。
　導入によって本市が得られたメリットとして、主に下記の点が挙げられる。
・情報が一元化され、給水管等のデータがシステム上で表示できること
・通報を受けてからの現場情報の把握や対応が早くなったこと
・修繕完成通知書等の作成や集計資料等の作成が早くなったこと
・業者が書類を提出するために庁舎に来なくても、システム上で確認できること
　現在は、従来の方法（紙での管理）から当システム活用によるDX化を進めている過
渡期であり、現在も改修を続けている。将来的には維持管理を当システムに一本化
し、蓄積されたデータを活用することで、データに基づく維持管理の効率化・高度化
を実践し、職員・業者および水道利用者の全員が、さらなるメリットを享受できるよ
うにしていきたいと考えている。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

　先行して本市道路課にて、道路維持管理支援システムとして当システムを利用して
おり、水道施設の維持管理としてのシステム利用へ初めて転用した。その際、下記の
点を心がけた。
・水道施設または本課独自の作業プロセスや書類、管理内容にシステムを適合
・部署異動があった際、操作性の違いによる混乱を防ぐため、同一の操作性と機能性
を維持
　上記の内容を踏まえ、職員や委託会社である日本工営株式会社と協議を重ねなが
ら、それぞれの要望をシステムに取り入れ、省力化・効率化を意識した。
　こうした取組によって得られた効果例として、下記の効果が挙げられる。
・工事案件で対応可能な業者を登録業者から公募したいという要望では、システム内
の対応状況等を切り替えることにより全登録業者に案件情報の閲覧を可能にした。こ
れにより、業者未定であった案件を、対応可能な業者が案件情報を確認し、率先して
対応していただけた。
・冬場は水道管の凍結により漏水が相次いで起こり、水道工事業者1社単独では対応
できず、2社で連携して対応する事例があった。当初のシステムでは対応業者は1社分
の情報しか入力できなかったが、2社分入力できるように改修したことで、2社それぞ
れの工事写真や措置内容がシステム上で共有できるようになった。
　当市の運用状況に合わせてシステムをカスタマイズすることで、効率化の向上が実
現できた。
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補助資料用紙
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☆志木市システムの例（※個人情報のため一部ぼかしています）

＜一覧表＞

☆処理状況を表示

☆複数人で同時アクセス可能
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＜マップ＞

＜個票＞

管路位置、管径等も

確認可能

不具合箇所などを

マップ表示可能

項目、処理状況等で

マップ表示の絞り込み可能

場所等も含め

要望受付～措置段階まで

記録可能

要望記録をすることで

報告等に必要な帳票も

1クリックで出力可能
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＜スマートフォン＞

☆GPSによる位置取得、カメラでの写真登録、音声入力が可能

☆スマートフォンでもPCと同様の画面で閲覧・登録可能

＜集計・モニタリング＞

☆要望記録をすることで集計等は自動作成

☆集計項目等は現行のものへカスタマイズ可能
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応募事業者名
（応募団体名）

令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑨

宇都宮市上下水道局

取組名
(プロジェクト名)

給水装置工事申込書様式等の栃木県内における標準化の取組み

抱えていた課題

　給水装置工事を申し込みする際に指定給水装置工事事業者がお客さまとの委任契約
を行ったうえで，水道事業体が指定した様式を用いて申込書一式を作成することにな
る。水道事業体により定められた様式をを使用することになるが，事業体により異
なっていることから，複数の水道事業体の指定を受けている工事事業者にとっては，
工事の申込みの際に水道事業体ごとの様々な様式を使用することになり，業務が煩雑
となっていた。
　また，水道事業体においても指導等が必要となり，審査に時間を要するなど業務へ
の負担となっていた。

取組概要

　給水装置工事技術振興財団と日本水道協会栃木県支部（支部長：宇都宮市）連携の
もと作成された「給水装置工事申込書（案）」をもとに，意見交換などを行いなが
ら，給水装置工事申込書様式等を実務使用できる標準化様式として作成し，県内各事
業体で使用していくこととした。
　令和６年度から，準備の整った事業体から順次標準化様式での給水装置工事の申込
みを受けている。
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑨

PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　
　給水装置工事申込書の鑑やその他支管設置届などの様式の統一に加え，図面作成要
領などを統一することで更なる事務の効率化が図れ，給水装置関係における広域化
（管理の一体化）などの展開に期待がもてる。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたい
ポイントを自由にご記載下さい)
　
　県内の事業体が一堂に会した給水装置工事申込書等の標準化の取組みは，前例がな
い取組みであり，将来の広域化につながるものと考える。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

　給水装置工事申込書等様式の標準化は，工事事業者にとって申込書作成に関するミ
スの防止や作業時間の短縮を実現し，事務効率の向上につながる。
　また，統一化された申込書等により作成が容易になり，品質の確保と作業効率の向
上が期待され，官民双方の生産性向上につながるものである。
　さらには，将来の広域化（管理の一体化）を見据えても効果が期待できるものであ
る。
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑩

応募事業者名
（応募団体名）

阪神水道企業団

取組名
(プロジェクト名)

送水業務の第三者委託等を活用した遠隔地域への水道用水供給エリアの拡大

抱えていた課題

　阪神水道企業団においては、供給エリア（阪神地域）における水需要が減少傾向に
あり、構成市との間で、責任水量(分賦基本水量)の見直しや施設規模の適正化につい
て協議を進めるとともに、地域全体を俯瞰した広域連携の検討等を進めていた。
　一方で、明石市においては、高度経済成長期に投資した資産の更新需要の増加や、
施設や管路の耐震化等に対応する必要があり、投資は大幅に増加する見通しであっ
た。加えて、自己水源の水質悪化の影響により、高度な浄水処理の導入が必要となる
等、大規模な投資が想定されていた。
　このような状況の中、明石市から企業団に対し、水道用水の受水に関する検討依頼
を受けたが、企業団の施設（管路）の終端と明石市側が想定している受水施設まで約
40km離れており、企業団施設と明石市の受水施設を結ぶ管路を新設するには、相当の
工事期間と工事費用を有することになるため、明石市が抱える課題を早期に解決する
方策としては実現可能性が乏しい状況であった。

取組概要

　課題であった、明石市受水施設と企業団施設の間の供給経路について、企業団の構
成市である神戸市の水道施設と明石市の水道施設が緊急時連絡管で接続されていたこ
とから、水道施設の行政財産使用許可を神戸市から企業団が受けるとともに、神戸市
受水地点から明石市受水地点までの送水業務を企業団から神戸市に委託することで、
水道法第24条の３に基づく「第三者委託」を活用した水道用水供給を行うことを可能
とした。

【第三者委託の概要】
・受水開始：令和７年４月1日

・一日最大送水量（1日平均送水量）：14,400㎥（10,080㎥）

・使用施設：神戸市所有施設（地方自治法第238条に基づく行政財産の使用許可）

・委託区間：神戸市受水地点から明石市受水地点まで１）

１）明石市受水施設へ接続されている神戸市送配水管の区間については、明石市が下
流側より送水管布設を進めている。明石市送水管は一部神戸市送配水管へ接続するた
め、供給経路を切替えながら明石市受水点を段階的に変更し、委託区間を変更するこ
ととしている。
　・令和 7年度～：神戸市受水地点～神戸市西区有瀬地点
　・令和10年度～：神戸市受水地点～神戸市垂水区大門付近
　・令和13年度～：神戸市受水地点～神戸市西垂水第２高層配水場
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PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］

【課題解決力】
本事例により、施設が近接していないエリア（直接供給ができない事業体）への新規
供給を大規模な投資を行うことなく、短期間で実現した。

【実現難易度】
神戸市域における「安全な水の安定給水を前提とした上」で神戸市の水道施設を利用
し明石市域にも同様のサービスを供給する点。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
　水需要減少や水源水質の影響等により、用水供給事業体からの新規受水や他の事業
体への第三者委託等を検討する事業体が増加する事が予想される。本事例により施設
が近接していない事業体間の連携により水道の持続性確保に寄与できると考える。

［特にPRしたいポイント］
　水道施設が近接しない供給エリア外への水道用水供給を行うにあたり「他の水道事
業者の既存施設を利用しつつ、第三者委託制度により、企業団から神戸市に明石市へ
の送水業務を委託することで、明石市において、大規模な施設投資を避けることがで
きた点、さらには、水源の転換を実現するために必要となる期間を大幅に圧縮できた
点がＰＲポイントであると考える。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

　明石市は本来であれば、約40km離れた企業団施設まで管路布設を行う必要があった
が、本取組により、施設整備を大幅に縮減し、工程面、費用面で大きなメリットを見
いだすことが可能となった。
 また、企業団においても、保有している供給能力を有効活用することができた。

【明石市受水施設と企業団施設を接続する場合】
・整備費用：約115億円（φ600、約40km）
・工事期間：約50年以上（近年の実績より）

【明石市受水施設と神戸市送配水管を接続する場合（本取組）】
・整備費用：約22億円（φ450、約5km）
・工事期間：約8年（計画）
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補助資料用紙

位 置 図

第三者委託スキーム図
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑪

応募事業者名
（応募団体名）

補助など名称

補助率

国・地方公共団体
これに準じる機関等

からの補助・助成など

補助など団体名

補助など申請年月

大津市企業局

西暦２０２５年６月(予定の場合予定年月)

取組名
(プロジェクト名)

加圧ポンプのインライン化による水道ＧＸ
ー省エネ（エコロジー）と省コスト（エコノミー）の両立ー

一般社団法人静岡県環境資源協会

水インフラにおける脱炭素化推進事業

50%

抱えていた課題

　本市は南北に長く、東西は琵琶湖と山々に挟まれた急峻な地形であり、水源を標高
の低い琵琶湖に求めていることから、配水施設は計１３２か所と給水規模（施設能
力：181,500m3／日）に対して非常に多くの施設を抱えています。地形的な要因によっ
て、これら施設の約半数が揚水を前提とした加圧ポンプ場であり、多大な電力を必要
とするとともに、設備更新費用も増大しやすい環境にあることから、本市の経営に与
える影響は大きいものです。また、機器、構造物の点数が多く、複雑であることに加
え、昨今の人材不足時代は本市でも例外でなく、施設の維持、整備、更新計画に係る
人的リソースの負担が大きく、苦慮しているところであります。そのような中、「大
津市環境基本計画」に準じて、水道事業として、どのように低炭素型社会に貢献して
いけるものか、模索してきました。

取組概要

【目的と概要】
　上記のような背景から、「省エネで省コストな設備を整備し、人的リソース負荷を
も軽減する。」という目的のもと、必ず訪れる各設備の更新時に仕様を見直し、省エ
ネ化を行うものとしました。
　本市は、地形的な要因でポンプ場が多いとともに、これらポンプ吸込用の受水槽を
多く抱えています。これら受水槽では、上流側からの流入水の持つ位置エネルギーが
残存しています。このエネルギーを受水槽を介さず、直接ポンプへ流入し、余すこと
なく利用できるインラインポンプ方式を採用することとしました。この結果、電力使
用量削減による省エネ、設備点数の削減による省コストを両立した本方式を市内各所
へ展開している最中です。
　また、これまで「設備更新時の省エネ化」を行うにあたり、環境省補助金「水イン
フラにおける脱炭素化推進事業」に応募し、採択を受けています。平成２８年度から
令和６年度までに５か所の施設について、交付確定済であり、令和７年度には更に２
か所の施設について、応募をする予定です。

【補助対象となった取組】
　平成２８年度　 桐生加圧ポンプ場　　 ポンプのインライン・インバータ化
　令和２－３年度 曽束加圧ポンプ場　　 ポンプのインライン化
　令和３－５年度 石山寺加圧ポンプ場　 ポンプのインライン化
　令和４－６年度 瀬田加圧ポンプ場　　 ポンプのインライン化、高圧設備の低圧化
　令和６－７年度 大谷加圧ポンプ場　　 ポンプのインライン化
【今後、補助要望する取組】
　令和８－９年度 池ノ内加圧ポンプ場　 ポンプのインライン化
　令和８－９年度 坂本第一加圧ポンプ場 ポンプのインライン化

　このように、平成２８年度に初めて補助事業に採択された後、インライン化を行う
事業は構想・設計がルーティン化され、効率的に複数の事業を続けて、行うことが出
来ています。
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑪

PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
・ＣＯ２排出量抑制による省エネ効果、更新費用削減による省コスト効果、維持管理
及び更新、計画の労力削減による人的リソース負荷軽減を達成しました。
・本来、水運用システムの変更を伴う事業は特殊な技術や知識が必要とされますが、
本事業は実績の積み上げによるルーティン化によって、経験の少ない職員でも実現可
能な一般的な事業とすることができました。
・一般的な事業としながらも、システム変更を伴う機械、電気設備の更新事業を一貫
して若手職員が経験することによって、技術継承、向上のＯＪＴに繋がる内部波及効
果を持ち合わせています。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
・未利用エネルギーを持つポンプ場であれば、特別な条件無く、インライン化が可能
です。環境保全に寄与する事業の中で太陽光発電であれば、広大なスペースが、小水
力発電であれば、相応の流量が必要となり、小規模施設には適用しづらい側面があり
ます。一方、本事業は本市においてはルーティン化したほど、極めてシンプルである
ことから、全国に広く展開することが可能であり、環境負荷軽減に寄与できます。
・総務省に「公営企業の持続可能な経営の確保に向けた先進・優良事例集」として取
り上げていただいたり、「JFM地方公営企業セミナー」にてＧＸ事例として講演する
等、広くＰＲさせていただいております。

［特にPRしたいポイント］
　水道事業を取り巻く現状は「人材不足」「施設老朽化」「収入減少」「災害増加」
と複数の苦難に直面しており、事業体は日々、業務に追われる状態です。そんな中、
どうにか経営効率化しようという目標に対してインライン事業は始まりました。一方
で、環境負荷という観点ではＣＯ２削減も必須な時代です。これらは相互に良い影響
をもたらし、ＧＸ相乗効果を生み出す関係です。ライフラインを守るため、経営効率
化のために業務に励んでいたら、電気使用量、即ちＣＯ２の削減に繋がりました。エ
コロジーとエコノミーの両立、これこそが、公営企業のあるべき姿であるのではない
か、と考えます。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

【再応募にあたっての新たな成果】
　前回応募時点（平成３０年度）では補助事業の実績が１件（桐生）のみでしたが、
その後も継続してインライン化事業を市内各地で行い、実績を積み上げてきました。
その結果、本事業については、現在ではルーティン化された一般的な事業となったこ
とから、全国の中小事業体でも展開し得る状態になったと考え、再応募しました。
【取組による効果】
★省エネ効果（エコロジー）
　未利用エネルギーを活用し、施設のＣＯ２排出量（電力使用量）を削減しました。
　補助事業採択済の５施設の効果は以下のとおりです。
　　〇桐生：▲約７４％／年　〇曽束：▲約６０％／年　〇石山寺：▲約４３％／年
　　〇瀬田：▲約５３％／年　〇大谷：▲約３０％／年
　設備更新事業と付帯して、受水槽の使用を取りやめるだけで、上記のような効果を
出すことができました。
★省コスト効果（エコノミー）
　廃止施設の更新費用を削減しました。完了済の中で代表例が以下のとおりです。
　　〇水槽設備　　　　　204,410,000円（補助事業採択済５施設）
　　〇高圧受電設備　　　100,000,000円（瀬田）
　老朽化した設備の更新による水道基盤の強靭化を行うとともに、機器点数の削減に
よって、ライフサイクルコストをも削減できました。
★人的リソース効果
　機器点数を減らして、設備構成がシンプルとなり、維持管理の負担が削減でき、更
新・耐震化の計画に必要な労力も削減できました。この浮いた人的リソースを、主要
施設の耐震化、更新改良の計画・施工等の今後とも続く業務へ注力させます。
【工夫した点】
　水道事業におけるＧＸといえば、太陽光発電や小水力発電が想像されますが、これ
らは工事設計のみならず導入可能性調査等、業務が多岐に渡ります。一方、本市の事
業は「受水槽をやめる」の１点に絞ったシンプルな事業です。この目的の第１優先は
老朽化施設の更新であり、これに省エネ、省コストの付加効果を与えたい、という思
いがあります。設計計画の際には、極力、機器点数を追加せず、必ず、従前よりシン
プルとなるよう、検討しました。このように、ＧＸのためにコストや人的リソースが
犠牲とならないことを念頭に事業に取り組んでいます。
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補助資料用紙

起伏が多い地形で水源は市内で最も標高の低い琵琶湖であるため、ポンプ場などの中継施設が

「大津市環境基本計画」に準じた環境保全型行政の推進

水道事業として、どのようなアプローチがあるのか？

そんな中、現代の水道事業を取り巻く現状は・・・

まさに危機的状況にあり、現状の改良が求められる！

加圧ポンプのインライン化による水道ＧＸ
ー省エネ（エコロジー）と省コスト（エコノミー）の両立ー

概要

更に・・・

→多大な電力、更新費用、マンパワー が必要
→なんとか効率化したい！
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未利用エネルギーを活用したインラインポンプ採用、受水槽廃止を推進

環境省

補助金の活用

受水槽の廃止

機電一括更新改良（ポンプ、制御盤が補助対象）

※計画段階含む

恒例ルーティン事業化！

（計７事業）

概要
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受水槽の廃止

【H28】桐生加圧ポンプ場 【R2-3】曽束加圧ポンプ場

【R3-5】石山寺加圧ポンプ 【R4-6】瀬田加圧ポンプ場

【R6-7】大谷加圧ポンプ場

水槽の廃止

更新費の削減

高圧受電の廃止

更新費の削減

電気主任技術者 不要

主な更新費の削減

水槽設備：204,410,000円

（補助事業採択済５施設）

高圧設備：100,000,000円

（瀬田加圧ポンプ場）

電力消費量の低減

維持管理・整備コストの低減

省エネ（エコロジー）

省コスト（エコノミー）

両立

効果
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波及効果 「ＪＦＭ地方公営企業セミナー」にて、水道事業のＧＸ先進事例として、

ご紹介いただきました。（令和６年度）※インライン化事業以外の省エネ事業を含む

講演風景地方公共団体金融機構ホームページ内、「JFMだより vol.52」より抜粋

湖都大津・新水道ビジョン（令和６年度改定版）にて、

今後の重点施策に設定しています。（ルーティン事業化）

公営企業体として、経済性を求めて効率化

（インライン化事業）を進めれば、自ずと

環境負荷軽減に繋がります。

省エネ（エコロジー）と省コスト（エコノミー）の両立
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑫

応募事業者名
（応募団体名）

福岡市水道局

取組名
(プロジェクト名)

新たな漏水調査システムの構築をめざして
～人工衛星(マクロ)とAI･IoTセンサ(ミクロ)を掛け合わせた効率的な漏水調査～

抱えていた課題

　福岡市は政令指定都市で唯一、市域内に一級河川を有していないなど、水資源に恵ま
れていないことから、過去に２度の大渇水を経験しており、大切な水を有効に活用して
いく漏水防止事業を重要な施策の一つとして、積極的に音聴調査等に取り組み、現在で
は、非常に低い漏水率を維持し続けている。
【参考:直近５か年の漏水率：2.0%(R5) 1.8%(R4) 2.0%(R3) 2.0%(R2) 1.5%(R1)】
　
　一方で、高度経済成長期に布設した多くの水道管が、今後、更新のタイミングを迎え
て行く中、これまで以上に効率的、効果的な漏水調査を実施し、引き続き、安全で良質
な水道水を安定的に供給していく必要がある。

取組概要

　令和５～６年度にかけて、下記の新技術の実証実験を実施し、有識者等で構成される
「検討委員会」での評価も踏まえ、各々の技術を令和６年度に実装し、漏水調査の効率
化を図った。
①人工衛星画像を活用した水道管漏水調査(マクロ調査)
【技術概要】
・Lバンドマイクロ波の衛星データを用いて、配水管表層近くの湿潤の有無を検知し、
漏水可能性エリアをスクリーニングする技術
・漏水リスクエリアの推定に当たっては、衛星データのほか、管路属性情報や漏水事故
履歴等のビッグデータをAIで解析し、スクリーニングの精度向上を図る
【実証実験期間】令和５年６月～令和５年９月
【契約・実装】　令和６年５月～令和７年２月

②AI搭載のIoＴセンサシステムを活用した水道管漏水調査(ミクロ調査)
【技術概要】
・バルブや消火栓等の弁栓類に設置する通信機能付きのIoTセンサを用いて、漏水時に
発生する漏水音を感知し、音圧値がある閾値を超えると、警報を発出する技術
・漏水の判定については、雨風の音や車両の通行音等の環境音と漏水音を判別するため
にAIを活用した解析手法
【実証実験期間】令和６年１月～令和６年６月
【契約・実装】　令和６年１０月～　継続中

①のマクロ調査にて、漏水可能性エリアを絞り込み、
漏水可能性エリア内で②のミクロ調査を実施する。
その後、漏水があると推定された箇所において、
音聴調査を実施する漏水調査システムを構築。
当システムの運用を開始後、給水管からの微小
漏水を発見。

①人工衛星画像を活用したマクロ調査

スクリーニング

②AI･IoTセンサを活用したミクロ調査

絞り込み

③調査員による音聴調査で漏水を特定

新たな漏水調査システム
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑫

PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
○人工衛星画像を活用した水道管漏水調査で、漏水リスクエリアを推定することで、ミ
クロ調査の範囲をある程度絞り込めるなど、より効率的・効果的な漏水防止調査を実施
することが可能。
○AI･IoTセンサを人工衛星画像を活用したマクロ調査の漏水リスクエリアに設置するこ
とで、配水管や給水管の状態をモニタリングすることが可能。
○さらに、上記漏水リスクエリアの他にも、主要幹線道路や鉄軌道下に布設された水道
管等、甚大な二次被害が想定される箇所等、日常的なモニタリングが必要とされる箇所
にIoTセンサを設置することで、速やかに調査・修繕対応する体制を構築できる。
○調査費用については、人工衛星画像、AI・IoTセンサを合わせて約1,600万円であり、
比較的安価で市内全域を調査することができた。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
○人工衛星画像を活用した漏水調査については、調査員がその結果を基にどこのエリア
を優先的に音聴調査すべきか効果的な計画を策定できる。
○水道管の埋設環境情報や過去の事故漏水履歴等のデータをAIで学習することで、解析
結果の精度向上につながる。
○AI・IoTセンサを活用した漏水調査についても、センサの設置手法がマグネット式で
あり、ほとんどの弁栓類に設置可能であるため、どの事業体でも導入が可能。
○従来手法にこれらの技術を掛け合わせて実装することで、より効率的な漏水調査が可
能となる。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRしたい
ポイントを自由にご記載下さい)
○市内に約4,100kmある水道管の漏水調査について、調査員の音聴棒等による調査を年
間約3,000km実施しているが、今回構築した漏水調査システムを活用することで、より
早期に発見でき、修理することが可能となったため、管路の維持管理に大きく寄与で
き、また大切な水を無駄にしないようにすることができた。
○AIやIoTといったDX技術と、従来から継続する熟練の現場技術を掛け合わせること
で、更なる効率化・高度化を図り、限りある貴重な水の活用に努めていく。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

　人工衛星画像を活用した水道管漏水調査で判明した漏水リスクエリア内にAI搭載の
IoTセンサシステムを設置し、日々の状況を遠隔でモニタリングすることで、これまで
難しかった継続監視体制の構築が可能となり、センサにて漏水が検知されたら、従来手
法(音聴調査)による調査を実施するという従来手法と新技術を組み合わせた、より効率
的かつ効果的な漏水調査システムを構築した。
　導入後、リスクエリア内の配水管に設置したIoTセンサに漏水の反応があり、調査員
が現場を確認したところ、地表からは認識できない、給水管の微小な漏水を発見。即時
対応し、断水や陥没等の二次被害を防止できた。

人工衛星画像を活用した漏水調査

(赤枠で囲まれた箇所が漏水リスクエリア)

AI・IoＴセンサシステム

(漏水リスクエリア等の弁栓類に設置)

漏水音を日々モニタリング

漏水発見

IoTセンサ

55



補助資料用紙
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市長定例会見
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑬

応募事業者名
（応募団体名）

熊本市上下水道局

取組名
(プロジェクト名)

技術研修の未来を変える
～費用ゼロ・工数ゼロ・ストレスゼロのDXモデル～

抱えていた課題

熊本市上下水道局では、多くの研修を開催しているが、研修を実施する上で多くの
課題を抱えていた。
【研修受講者の課題】
　・研修申込、資料確認、受講後アンケートなどの手続きに時間を要していた。
　・当日参加できなかった職員から、動画視聴による研修の要望が多く寄せられて
    いた。
【研修運営側の課題】
　・出欠確認やアンケート集計など、研修運営に多くの時間を要していた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(年間20件以上開催）
　・動画視聴研修を実施したくても、局内サーバーの容量制限により、すべての
    研修動画を保存・公開することは困難であった。
　　　　　　　　　　　　　　(動画1本あたり約2GB、年間平均35本で約70GB必要）

取組概要

研修受講者と研修運営側の状況を踏まえ、以下の取組を行った。
1．技術研修ポータルサイトの立ち上げによる業務効率化と情報共有の強化
　・受講者がポータルサイト上で、研修内容の確認～参加申込～アンケート回答
　　までを一元的に完結できるものとした。
　・過去の研修データ(動画・資料)を蓄積・検索・再活用できる仕組みを構築
　　した。
　・サイト内に研修班の業務内容を掲載し、職員の関心を高める工夫を施した。
  ・担当者が異動しても、運営が継続可能な設計とした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(マニュアル整備・権限管理など）
2．PowerAutomate（RPA）による研修業務の自動化
　・繰返し発生する業務を自動化し、職員の負担を大幅に軽減できるものとした。

　　✔名簿作成・・・受講者の氏名から所属、職位等を自動で入力するようにした。

　　✔申込確認・・・Formsを活用し出欠回答状況を自動管理し、未入力者には

　　　　　　　　　　申込先リンクを記載したリマインド通知をOutlookで送信
　　　　　　　　　　するようにした。

　　✔アンケート

　　　回答確認・・・Formsを活用し回答状況を自動管理し、未入力者にはアン
　　　　　　　　　　ケートのリンクを記載したリマインド通知をOutlookで
　　　　　　　　　　送信するようにした。
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令和７年度 水道イノベーション賞 応募事例⑬

PRポイント

※当てはまる項目に
簡潔に記入くださ

い。

［課題解決力・実現難易度（波及効果性（内部））］
・研修受講率の向上
　⇒　手続きの簡素化により、業務多忙な中でも研修を受けやすくなり、
　　　受講率の向上につながった。
・局全体のＤＸの先導役に
　⇒　本取組がきっかけとなり、他部署でもポータルサイトの導入が進んだ。
　　　これにより、局内全体でデジタル技術を活用した業務改善の動きが広がり、
　　　ＤＸ推進の原動力となった。

［展開性・汎用性（波及効果性（外部））］
・技術継承の仕組みづくり
　⇒　過去の研修動画を蓄積・公開することで、時間や場所にとらわれない
　　　学習環境を実現できた。全国の自治体にも応用可能な取組と考える。
・職員主導による迅速な運営
　⇒　職員自らが構築・運営することで、リアルタイムな対応や即時公開が
　　　可能となった。他自治体でも導入しやすいモデルと考える。

［特にPRしたいポイント］
(「新規性・革新性」、「中小規模事業者ならではの取組」等、貴団体が特にPRした
いポイントを自由にご記載下さい)
・若手職員の創意工夫が光る運営

　✔レイアウトを定期的に変更し、常に新鮮な印象を与えるよう工夫した。

　✔ショート動画と「いいね」機能を活用し、職員の参加意欲を高める仕掛けを

　　導入した。
・費用ゼロで実現したDX
　⇒　Microsoft365などの既存のツールを活用し、新たな予算をかけずに実現
　　 できた。
・継続可能な仕組みの構築
　⇒　運営マニュアルを整備し、担当者が異動しても継続可能な体制を確立した。

取組による効果

※取組を実施するに
あたり工夫した点な
どを踏まえて記入く

ださい。

【ポータルサイト活用による効果：業務効率と情報共有の両立】
・研修手続きの簡素化
　⇒　受講者が必要な情報を即座に取得でき、申込・アンケートもスムーズに
　　　完了することが可能となった。
・研修業務への理解促進
　⇒　業務紹介ページにより、研修班の役割や意義が職員に伝わり、協力体制の
　　　強化へつながった。
・クラウド活用によるサーバー負荷の軽減と情報資産の活用
　⇒　過年度も含めすべての研修動画の蓄積・公開可能とし、「学びの継続性」
　　　を実現できた。

【RPA活用による効果：60時間/年の業務削減と研修の質向上】
・定型業務の自動化で60時間/年の削減
　⇒　名簿作成・出欠確認・アンケート管理などの繰り返し業務を自動化し、
　　　人的ミスもゼロとなった。
・研修の質的向上
　⇒　時間的余裕が生まれたことで、アンケート分析やヒアリングに注力でき、
　　　より魅力的な研修を実現することにつながった。

【取組による波及効果】
・局全体のＤＸ推進に貢献
　⇒　他部署もポータルサイトを導入するなど、局内のDXに対する取組が広まる
　　　きっかけとなった。
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『
技
術

補助資料用紙

ポータルサイトの立ち上げ・RPAの活用

いままでは・・・

研修受講者の課題

回答の確認やリマインド通知の送信に膨大な時間を要する

研修対象者へ

申込手続未完了のため、

催促のメールを

送信しなければ！

研修参加者へ

アンケートが未回答か

確認し、催促のメールを

送信しなければ！

研修運営側の課題

研修案内

研修開催

アンケート結果

アンケート

RPA導入
参加申込未回答の人に

回答のリマインド通知を

自動発送

完結
ポータルサイト内ですべて

結果を反映

研修業務の円滑化に貢献

→効果的な研修

・魅力的な研修の実現

A

B
C

どこに アクセス

すれば いいの？

D

E F

これで、3回目なんだけど・・・

Forms

Forms

年間60時間削減！

RPA導入
研修受講後アンケート

未回答の人に回答願いの

リマインド通知を自動発送

参加申込

それぞれ別の場所にアクセスする必要があり、手間が掛かるし、分かりにくい

毎回、手間の掛かる作業をどうにかしたい！

もっと簡単に研修を受講したいけど・・

研修受講の手続きの軽減
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［
展
開

Formsリマインド通知を自動発送

ポータルサイトの活用 研修案内～申込～アンケート回答ページ紹介

研修動画ページ紹介

字幕付きにより

音声なしでも

研修受講可能

視聴しながら

リアクションも実行可能

チャプター付きで

見たい所のみ視聴可能

一年間のスケジュールを

確認できます

研修の案内を

カレンダーからも

探すことができます

研修申込は

1クリックで申込完了

アンケートは選択式で

回答完了時間を短く！

研修資料も

ここから

確認できます

※研修案内はパネル形式で表示

参加申込 アンケート回答

資料確認
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春ver（1月～5月頃まで） 夏ver（5月～9月頃まで）

秋・冬ver（9月～1月頃まで）

特にPRしたいポイント

レイアウトの定期的な変更

一年間に数回レイアウトを変更することによって

ポータルサイトの持続的なアクセスを確保する

中にはユーモアのあるページも！↓

ショート動画を閲覧し、

リアクションをした人数は

予想を上回り、動画を作成

した側も満足のいく取組と

なった

ポータルサイトの認知度向上、アクセス向上を実現！！これらの取組により・・・

リンク先にもひと工夫

REACTION！

ショート動画は全8話作成

これもRPAで集計・表示❢

ショート動画の公開
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